
（法人単位）

（単位：円）

資産の部
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 25,726,225,840
有価証券 7,958,783,200
たな卸資産 90,421,629
前渡金 12,304,750
前払費用 194,077,902
未収収益 35,078,482
未収金 1,078,629,654
その他流動資産 2,422,623

流動資産合計 35,097,944,080

Ⅱ　固定資産
１　有形固定資産

建物　　　 121,526,017,544
　　　減価償却累計額 49,934,783,305

減損損失累計額 606,055,390 70,985,178,849
構築物 20,444,928,005
　　　減価償却累計額 12,549,795,698

減損損失累計額 51,372,192 7,843,760,115
機械装置 6,627,812,351
　　　減価償却累計額 5,456,389,867 1,171,422,484
車両運搬具 743,542,891
　　　減価償却累計額 658,522,015 85,020,876
工具器具備品 28,618,605,877
　　　減価償却累計額 24,828,926,799 3,789,679,078
土地 219,938,551,112

減損損失累計額 3,886,695,293 216,051,855,819
建設仮勘定 891,195,133
その他の有形固定資産 1,857,236,713
有形固定資産合計 302,675,349,067

２　無形固定資産

特許権 382,188,745
育成者権 5,329,462
実用新案権 1,445,442
商標権 2,873,116
意匠権 1,070,368
地役権 719,803
ソフトウェア 352,379,963
水道施設利用権 15,834
電話加入権 915,000
工業所有権仮勘定 280,793,301
無形固定資産合計 1,027,731,034

３　投資その他の資産
投資有価証券 888,453,338
関係会社株式 358,352,142
長期未収金 91,708,821

貸倒引当金 75,379,861 16,328,960
破産更生債権等 22,143,443

貸倒引当金 22,143,443 0
長期前払費用 3,982,581
預託金 1,188,966,800
敷金・保証金 4,828,000
その他の資産 2,000
投資その他の資産合計 2,460,913,821

固定資産合計 306,163,993,922
資産合計 341,261,938,002

貸　借　対　照　表
（平成２９年３月３１日現在）



（法人単位）

（単位：円）

貸　借　対　照　表
（平成２９年３月３１日現在）

負債の部
Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 14,459,021,425
未払金 7,287,898,683
未払費用 250,452,006
未払法人税等 83,344,000
未払消費税等 23,785,200
リース債務 234,408,058
前受金 147,197,099
預り金 718,706,292
賞与引当金 4,914,062

流動負債合計 23,209,726,825

Ⅱ　固定負債
リース債務 377,959,004
資産見返負債

資産見返運営費交付金 9,900,501,795
資産見返補助金等 857,853,120
資産見返寄附金 640,109,858
資産見返物品受贈額 1,137,158
建設仮勘定見返運営費交付金 178,139,281
建設仮勘定見返施設費 72,757,396
工業所有権仮勘定見返運営費交付金 278,757,720 11,929,256,328

退職給付引当金 314,374
資産除去債務 31,385,486

固定負債合計 12,338,915,192
負債合計 35,548,642,017

純資産の部
Ⅰ　資本金

政府出資金 335,740,303,728
地方公共団体出資金 3,841,768
その他出資金 3,634,912,836

資本金合計 339,379,058,332

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 26,797,904,771
損益外減価償却累計額（△） △ 60,659,080,959
損益外減損損失累計額（△） △ 4,514,366,714
損益外利息費用累計額（△） △ 15,300

資本剰余金合計 △ 38,375,558,202

Ⅲ　利益剰余金 4,709,795,855
純資産合計 305,713,295,985

負債純資産合計 341,261,938,002



（法人単位）

経常費用
農業技術研究業務費

役員報酬 102,499,806
給与、賞与及び諸手当 21,082,429,735
法定福利費・福利厚生費 3,539,530,729
その他人件費 2,668,019,676
外部委託費 2,211,344,837
研究材料消耗品費 3,354,095,289
支払リース料・賃借料 70,284,022
減価償却費 2,545,602,998
保守・修繕費 2,706,796,324
旅費交通費 983,467,449
水道光熱費 2,232,789,086
図書印刷費 472,164,074
雑費 905,009,101 42,874,033,126

種苗管理業務費
役員報酬 14,167,119
給与、賞与及び諸手当 1,397,834,374
法定福利費・福利厚生費 231,231,051
その他人件費 159,946,208
外部委託費 4,525
消耗品費 41,839,680
種苗管理材料費 177,838,496
支払リース料・賃借料 4,051,120
減価償却費 48,760,864
保守・修繕費 41,874,246
旅費交通費 21,284,262
水道光熱費 56,478,856
図書印刷費 2,446,749
雑費 14,977,998 2,212,735,548

基礎的研究業務費
給与、賞与及び諸手当 90,888,081
法定福利費・福利厚生費 34,682,022
その他人件費 159,665,763
外部委託費 7,732,831,521
研究材料消耗品費 11,963,280
支払リース料・賃借料 6,212,639
減価償却費 1,056,035
保守・修繕費 1,273,757
旅費交通費 27,716,164
水道光熱費 227,222
図書印刷費 4,954,968
雑費 42,030,580 8,113,502,032

農業機械化促進研究業務費
給与、賞与及び諸手当 468,726,357
法定福利費・福利厚生費 93,088,026
退職金 61,600,472
その他人件費 151,791,009
外部委託費 63,586,202
研究材料消耗品費 112,249,765
支払リース料・賃借料 4,283,639
減価償却費 94,323,413
試作機器 142,196,880
保守・修繕費 65,688,384
旅費交通費 48,857,477
水道光熱費 26,212,606
図書印刷費 13,742,531
雑費 19,990,889 1,366,337,650

検査鑑定業務費
給与、賞与及び諸手当 73,604,112
法定福利費・福利厚生費 10,245,422
その他人件費 4,289,649
研究材料消耗品費 2,996,503
支払リース料・賃借料 200,880
保守・修繕費 3,449,070
旅費交通費 2,780,801
図書印刷費 427,032
雑費 65,249 98,058,718

損　益　計　算　書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

（単位：円）



（法人単位）

（単位：円）

特例業務費
給与、賞与及び諸手当 26,059,355
賞与引当金繰入 2,300,844
法定福利費・福利厚生費 4,990,028
その他人件費 5,871,032
外部委託費 196,560
研究材料消耗品費 174,635
支払リース料・賃借料 68,378
保守・修繕費 36,442
旅費交通費 892,444
図書印刷費 94,885
貸倒引当金繰入 27,836,954
雑費 602,223 69,123,780

一般管理費
役員報酬 108,678,128
給与、賞与及び諸手当 3,902,367,329
賞与引当金繰入 2,613,218
法定福利費・福利厚生費 772,928,232
退職金 2,867,039,033
その他人件費 521,962,346
外部委託費 1,564,758
消耗品費 362,375,753
支払リース料・賃借料 192,305,219
減価償却費 197,529,262
保守・修繕費 555,807,145
旅費交通費 105,465,699
水道光熱費 154,078,064
図書印刷費 22,450,637
租税公課 50,799,074
雑費 420,310,734 10,238,274,631

財務費用
支払利息 8,189,689
有価証券評価損 41,985,410 50,175,099

728,552
経常費用合計 65,022,969,136

経常収益
運営費交付金収益 51,720,651,317
特例業務収入 507,812
事業収益 635,580,282
受託収入

政府等受託収入 2,775,382,726
その他受託収入 1,011,292,533 3,786,675,259

補助金等収益 34,305,021
資産見返負債戻入 2,291,085,112
財務収益

受取利息 15,664,721
有価証券利息 112,901,988 128,566,709

物品受贈益 49,556,880
雑益 254,467,130
経常収益合計 58,901,395,522

経常損失 6,121,573,614

臨時損失
固定資産除却損 219,978,704
固定資産売却損 1
減損損失 342,450
その他臨時損失 95,478,084
臨時損失合計 315,799,239

臨時利益
過年度委託事業費返還金 209,044
固定資産売却益 4,629,619
資産見返負債戻入 191,847,850
投資有価証券売却益 1,697,204,810
その他臨時利益 45,223,534
臨時利益合計 1,939,114,857

税引前当期純損失  4,498,257,996
法人税、住民税及び事業税 83,344,000

当期純損失 4,581,601,996
前中長期目標期間繰越積立金取崩額 7,132,977,835
当期総利益 2,551,375,839

雑損



（法人単位）

（単位：円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 21,577,648,156
特例業務支出 △ 1,914,277
人件費支出 △ 37,964,007,918
その他の業務支出 △ 1,749,946,076
運営費交付金収入 67,495,660,000
補助金等収入 27,712,340
受託収入 3,919,146,899
手数料収入 207,751,497
委託費返還金収入 7,245,589
特例業務収入 371,203
その他の事業収入 803,939,130

小計 11,168,310,231
利息の受取額 114,491,746
利息の支払額 △ 8,192,917
国庫納付金の支払額 △ 5,226,118,777
法人税等の支払額 △ 72,006,000

    業務活動によるキャッシュ・フロー 5,976,484,283

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 7,050,861,810
有形固定資産の取得による支出 △ 2,516,373,127
有形固定資産の売却による収入 4,579,222
無形固定資産の取得による支出 △ 544,450,570
投資有価証券の売却による収入 6,978,026,200
施設費による収入 665,173,170

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,463,906,915

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
不要財産に係る国庫納付等による支出 △ 135,927
リース債務返済による支出 △ 238,071,248

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 238,207,175

Ⅳ 資金増加額 3,274,370,193

Ⅴ 資金期首残高 19,837,330,609

Ⅵ 統合による資金増加額 2,614,525,038

Ⅶ 資金期末残高 25,726,225,840

キャッシュ・フロー計算書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日)



（法人単位）

（単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

農業技術研究業務費 42,874,033,126

種苗管理業務費 2,212,735,548

基礎的研究業務費 8,113,502,032

農業機械化促進研究業務費 1,366,337,650

検査鑑定業務費 98,058,718

特例業務費 69,123,780

一般管理費 10,238,274,631

財務費用 50,175,099

雑損 728,552

臨時損失 315,799,239

法人税、住民税及び事業税 83,344,000 65,422,112,375

（２）（控除）自己収入等

特例業務収入 △ 507,812

事業収益 △ 635,580,282

受託収入 △ 3,786,675,259

資産見返寄附金戻入 △ 81,621,984

財務収益 △ 128,566,709

物品受贈益 △ 49,556,880

雑益 △ 78,505,130

固定資産売却益 △ 4,629,619

その他臨時利益 △ 1,742,428,344 △ 6,508,072,019

業務費用合計 58,914,040,356

Ⅱ　損益外減価償却相当額 5,080,009,967

Ⅲ　損益外減損損失相当額 100,197,429

Ⅳ　損益外利息費用累計額 19,297

Ⅴ　損益外除売却差額相当額 68,570,603

Ⅵ　引当外賞与見積額 △ 17,641,578

Ⅶ　引当外退職給付増加見積額 △ 409,476,463

Ⅷ　機会費用

194,654,489

Ⅸ　（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 126,519,940

Ⅹ　行政サービス実施コスト 63,803,854,160

行政サービス実施コスト計算書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

政府出資又は地方公共団体出資等の
機会費用



（法人単位）

重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

２．減価償却の会計処理方法
（１）有形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２～５０年
構築物 ２～６０年
機械装置 ２～２２年
車両運搬具 ２～７年
工具器具備品 ２～１５年

（２）無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

特許権等 ３～１５年

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準（民間研究特例業務勘定を除く）

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準（民間研究特例業務勘定を除く）

５．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

（２）賞与引当金

（３）退職給付引当金

　 役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上し
ておりません。
　 なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末に在職する役職
員について、当期末の引当外賞与見積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算しております。

　業務達成基準を採用しております。
　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については
期間進行基準を採用しております。

　また、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（２～５年）に基づいてお
ります。

　特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計
額として資本剰余金から控除して表示しております。

　 役職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当
金は計上しておりません。
　 なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職する
役職員について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した
額から、退職者に係る前期末退職給付見積相当額を控除して計算しております。
　また、国からの出向職員に係る退職給付見積額の当事業年度増加見積額についても合わせて計上して
おります。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

　役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。なお、農
業技術研究業務勘定、基礎的研究業務勘定、農業機械化促進業務勘定では、運営費交付金により財
源措置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。

　農業技術研究業務勘定、基礎的研究業務勘定、農業機械化促進業務勘定では、運営費交付金によ
り財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。民間研究特例業務勘定で
は、国等からの出向者である役職員については、退職手当も支給しないこととされているため、退職給
付に係る引当金は計上しておりません。
　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職す
る役職員について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控
除した額から、退職者にかかる前期末退職給付見積相当額を控除して計算しております。



（法人単位）

６．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）売買目的有価証券

　時価法を採用しております。

（２）満期保有目的の債券
  取得差額がないものは原価法、取得差額があるものは償却原価法（定額法）を採用しております。

（３）関係会社株式
　移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合には、持分相当額）を採用しております。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法
（１）製品

　最終仕入原価法を採用しております。
（２）未成受託研究支出金

　個別法による原価法を採用しております。
（３）消耗品及びその他の貯蔵品

　最終仕入原価法を採用しております。

８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
　政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

９．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。

重要な会計方針の変更
　運営費交付金収益の計上基準については、前事業年度まで費用進行基準を採用しておりましたが、独
立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、業務達成基準を採用しております。
　なお、業務の執行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については
期間進行基準を採用しております。
　また、震災対策等突発的に発生した業務については費用進行基準を採用しております。
　これにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、当期総利益が554,308,895円増加しており
ます。なお、行政サービス実施コストに与える影響はありません。

　１０年利付国債の平成２９年３月末利回りを参考に0.065％で計算しております。
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注記事項

１． 貸借対照表

(1) 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 2,084,822,998 円

(2) 運営費交付金から充当されるべき退職一時金の見積額 33,531,901,265 円

(3) 国等からの出向職員に係る退職一時金の見積額 103,434,674 円

(4) 減損会計に係る注記
① 当事業年度において減損を認識した固定資産は以下のとおりです。

【畜産研究部門那須拠点（栃木）　培養実験室】
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用途 場所 種類 帳簿価額
研究業務用 栃木県那須塩原市 建物 16,991,654円

イ 減損の認識に至った経緯

ウ

種類
損益計算書に
計上した金額

損益計算書に
計上していない金額

建物 0円 16,991,654円

エ

【畜産研究部門　ズートロン】
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用途 場所 種類 帳簿価額
研究業務用 茨城県つくば市 建物 24,154,256円

イ 減損の認識に至った経緯

ウ

種類
損益計算書に
計上した金額

損益計算書に
計上していない金額

建物 0円 24,154,256円

エ

【本部ほか　電話加入権】
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用途 場所 種類 帳簿価額
一般管理用 茨城県つくば市　ほか 電話加入権 18,166,350円
一般管理用 埼玉県さいたま市 電話加入権 491,400円
一般管理用 埼玉県さいたま市　ほか 電話加入権 793,800円
一般管理用 埼玉県さいたま市 電話加入権 576,000円

イ 減損の認識に至った経緯

ウ

種類
損益計算書に
計上した金額

損益計算書に
計上していない金額

電話加入権 52,050円 17,262,300円
電話加入権 0円 471,900円
電話加入権 0円 762,300円
電話加入権 290,400円 0円

エ

ズートロン

回収可能サービス価額の算出方法
 　当該資産の回収可能サービス価額は、売却見込みがないことから使用価値相当額により測定しており、当該資産の使用が想定さ
れていないことから0円として算出しております。

資産名称
電話加入権（農研勘定）

　当該資産は、市場価格が帳簿価額に比べ著しく下落しており、市場価値の回復は見込めないことから、減損を認識しております。

減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

 　当該資産の回収可能サービス価額は、正味売却価額により測定しております。国税庁公表資料に基づく都道府県における電話加
入権の評価額は１回線あたり1,500円であり、これを実勢価額と見なし、保有回線数を乗じた額をもって回収可能サービス価額として
おります。

電話加入権（基礎勘定）

資産名称

ズートロン

　ズートロンは、人工気象条件下における動物の代謝に関する実験施設として利用してきたが、一部の施設について、実験機能の他
施設への集約化に伴い使用しないと決定したため、減損を認識しております。
　なお、ズートロンの一部施設については、今後も継続利用することとしております。

減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

資産名称

資産名称
培養実験室

　当該資産は、培養細胞の維持管理・継代培養・系統保存の研究用施設として使用してきたが、他施設への集約化により使用しない
と決定したため、減損を認識しております。

減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

資産名称

培養実験室

回収可能サービス価額の算出方法
 　当該資産の回収可能サービス価額は、売却見込みがないことから使用価値相当額により測定しており、当該資産の使用が想定さ
れていないことから0円として算出しております。

資産名称

電話加入権（機械勘定）

電話加入権（機械勘定）

電話加入権（民特勘定）

電話加入権（民特勘定）

電話加入権（基礎勘定）
電話加入権（農研勘定）

回収可能サービス価額の算出方法



（法人単位）

【九州沖縄農業研究センター　豚舎(1)ほか】
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用途 場所 種類 帳簿価額

建物 13,149,605円
構築物 249,772円

研究業務用 熊本県合志市 建物 89,138円
建物 12,870,985円
構築物 2,778,016円

研究業務用 熊本県合志市 建物 114,049円
研究業務用 熊本県合志市 建物 78,632円
研究業務用 熊本県合志市 建物 3,021,674円
研究業務用 熊本県合志市 構築物 14,377円
研究業務用 熊本県合志市 構築物 5,831円
研究業務用 熊本県合志市 構築物 3,283円
研究業務用 熊本県合志市 構築物 1円

イ 減損の認識に至った経緯

ウ

種類
損益計算書に
計上した金額

損益計算書に
計上していない金額

建物 0円 13,149,605円
構築物 0円 249,772円
建物 0円 89,138円
建物 0円 12,870,985円
構築物 0円 2,778,016円
建物 0円 114,049円
建物 0円 78,632円
建物 0円 3,021,674円
構築物 0円 14,377円
構築物 0円 5,831円
構築物 0円 3,283円
構築物 0円 1円

エ

【東北農業研究センター　ボイラー室ほか】
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用途 場所 種類 帳簿価額

研究業務用 岩手県盛岡市 建物 814,723円
建物 4,182,879円
構築物 70,615円

研究業務用 岩手県盛岡市 建物 662,977円
研究業務用 岩手県盛岡市 建物 706,596円
研究業務用 岩手県盛岡市 建物 113,009円
研究業務用 岩手県盛岡市 建物 1,641,336円
研究業務用 岩手県盛岡市 建物 96,421円

イ 減損の認識に至った経緯

ウ

種類
損益計算書に
計上した金額

損益計算書に
計上していない金額

建物 0円 814,723円
建物 0円 4,182,879円
構築物 0円 70,615円
建物 0円 662,977円
建物 0円 706,596円
建物 0円 113,009円
建物 0円 1,641,336円
建物 0円 96,421円

エ

豚舎汚水処理排管路
コンクリート通路

総合温室管理室 研究業務用 岩手県盛岡市

総合温室育種第1温室
総合温室育種第2温室
総合温室育種第3温室
総合温室隔離温室
総合温室育苗温室

回収可能サービス価額の算出方法

　当該資産は、研究棟への暖房供給設備、各種栽培試験・試験用作物育成・育苗・採種等用温室として利用してきたが、他施設への
集約化及び経年劣化による老朽化も著しいことから使用しないと決定したため、減損を認識しております。

豚舎汚水処理排管路

熊本県合志市

豚舎(1)消毒槽上屋

豚舎(2) 研究業務用 熊本県合志市

コンクリート通路
排水設備

資産名称

豚舎(1)

豚舎(1)消毒槽上屋

汚水処理設備

総合温室育苗温室

回収可能サービス価額の算出方法
 　当該資産の回収可能サービス価額は、売却見込みがないことから使用価値相当額により測定しており、当該資産の使用が想定さ
れていないことから0円として算出しております。

屋外排水設備

　当該資産は、家畜（豚）飼育・研究業務のための施設として利用してきたが、研究業務の終了に伴い、使用しないと決定したため、
減損を認識しております。

減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

排水設備
屋外排水設備

減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

資産名称

ボイラー室

総合温室管理室

総合温室育種第1温室
総合温室育種第2温室
総合温室育種第3温室
総合温室隔離温室

 　当該資産の回収可能サービス価額は、売却見込みがないことから使用価値相当額により測定しており、当該資産の使用が想定さ
れていないことから0円として算出しております。

資産名称

ボイラー室

資産名称

豚舎(1) 研究業務用

豚舎(2)

砂濾床上屋
汚水処理上屋
汚水処理設備

砂濾床上屋
汚水処理上屋
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②　当事業年度において減損の兆候が認められた固定資産は以下のとおりです。

【九州沖縄農業研究センター　共同研究棟(２)】
ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要

用途 場所 種類 使用しなくなる日

研究業務用 熊本県合志市 建物 平成29年度以降
研究業務用 熊本県合志市 建物 平成29年度以降
研究業務用 熊本県合志市 建物 平成29年度以降

イ

ウ
 　当該資産は、当事業年度期末時点で使用しております。

エ 将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額

種類 帳簿価額
回収可能サービス

価額（見込額）
減損額（見込額）

建物 74,525,488円 0円 74,525,488円
建物 2,089,438円 0円 2,089,438円
建物 122,336円 0円 122,336円

【農業技術革新工学研究センター　　北合同宿舎ほか】

ア　減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所等の概要

用途 場所 種類（勘定科目） 使用しなくなる日

職員宿舎 埼玉県さいたま市 建物 平成30年1月
職員宿舎 埼玉県さいたま市 建物
職員宿舎 埼玉県さいたま市 建物

職員宿舎 埼玉県さいたま市 建物

職員宿舎 埼玉県さいたま市 構築物
職員宿舎 埼玉県さいたま市 構築物
職員宿舎 埼玉県さいたま市 構築物
職員宿舎 埼玉県さいたま市 構築物
職員宿舎 埼玉県さいたま市 構築物

イ　兆候の概要

ウ　減損の認識に至らない根拠

エ　将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額

種類（勘定科目） 帳簿価額
回収可能サービス

価額（見込額）
減損額（見込額）

建物 30,458,791円 0円 30,458,791円
建物 1円 0円 1円
建物 8,139,047円 0円 8,139,047円

建物 1円 0円 1円

構築物 461,393円 0円 461,393円
構築物 1円 0円 1円
構築物 1円 0円 1円
構築物 1円 0円 1円
構築物 901,871円 0円 901,871円

　当該資産は、「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（平成24年12月14日行政改革担当大臣決定）に基づき、当セ
ンター保有の「北合同宿舎」及び「独身寮」について、平成28年1月1日を基準日とし、宿舎廃止に向け2年間の明渡猶予期間（期限：平
成29年12月31日）を設けて当該入居者に対し退去要請が行われ、新たな入居者の制限がされております。

資産名称

北合同宿舎
自転車置場（北宿舎）
独身寮

　当該資産は、当事業年度末時点で使用しております。

共同研究棟(２)
渡廊下(１)
ボンベ庫(１)

兆候の概要
　 当該資産は、畜産草地研究・作物開発利用研究・生産環境研究のための施設として利用してきたが、平成28年4月に発生した熊本
地震で被災し、耐震性に問題が生じ、他の施設へ機能を集約することから、平成29年度以降に廃止決定し、使用しなくなる日以後に
処分することとしております。

資産名称

共同研究棟(２)
渡廊下(１)

減損の認識に至らない根拠

資産名称

ゴミ集積場

駐車場（北合同宿舎）
屋外給排水設備
囲障
ゴミ集積場
地上デジタル受信設備

ボンベ庫(１)

資産名称

北合同宿舎

独身寮
自転車置場（北宿舎）

独身寮自転車置場
（旧独身寮物干場）

地上デジタル受信設備

独身寮自転車置場
（旧独身寮物干場）

駐車場（北合同宿舎）
屋外給排水設備
囲障
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(5) 不要財産に係る国庫納付等に係る注記

① 土地

② 土地
（1）取得価額 135,927円
（2）減価償却             0円
（3）帳簿価額 135,927円

④
西日本農業研究センター
における水路用地の土地
譲渡依頼のため

⑤ 現金による納付

⑥ 400,000円

⑦             0円
（1）国庫納付額 400,000円
　　納付年月日 平成28年12月28日 
（2）地方公共団体への払戻額             0円
　　納付年月日
（3）その他民間等への払戻額             0円
　　納付年月日

⑨ 135,927円

⑩

２． 損益計算書
（1） リース資産の会計処理

ファイナンス・リース取引が当期総利益に与える影響額 12,924,980 円

当該影響額を除いた当期総利益 846,931,588 円

（2） その他臨時損失のうち主要な費目及び金額
資金交付元（農林水産省等）への受託費の返還 43,175,940 円

３． キャッシュ・フロー計算書

（1） 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 25,726,225,840 円
資金期末残高 25,726,225,840 円

（2） 重要な非資金取引
① 寄附による資産の取得

建物 497,518,355 円

構築物 5,571,845 円

機械装置 7,988,827 円

工具器具備品 27,808,536 円

ソフトウェア 2,696,760 円

計 541,584,323 円

② ファイナンス・リースによる資産の取得

機械装置 18,252,000 円

工具器具備品 393,769,123 円

計 412,021,123 円

４． 行政サービス実施コストに準ずる費用関係
（1）

　筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用　　 225,368,522 円

（2） 国又は地方公共団体からの出向職員に係る退職給付見積額の当事業年度増加見積額 96,119,402 円

独立行政法人会計基準第24の項目には該当しませんが、行政サービス実施コストに準ずる費用は次のとおりであります。

控除費用

不要財産となった理由

⑧

資産の種類
資産名称

③ 帳簿価額

国庫納付等の額
納付等年月日

減資額
備考

譲渡収入の額

国庫納付等の方法



（法人単位）

５． 金融商品に関する注記
（1） 金融商品の状況に関する事項

① 農業技術研究業務勘定及び基礎的研究業務勘定

② 農業機械化促進業務勘定及び民間研究特例業務勘定

（2） 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）参照）
（単位：百万円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

25,726 25,726 －
（２）有価証券及び投資有価証券 8,847 8,960 113

　　①売買目的有価証券 7,958 7,958 －

　　②満期保有目的の債券 888 1,001 113

（３）未収金 1,078 1,078 －

（４）長期未収金 91

　　貸倒引当金 -75 

16 16 －

（５）破産更生債権等 22

　　貸倒引当金 -22 

－ － －

（６）預託金

　　財政融資資金預託金 1,185 1,262 77

（７）未払金 (7,287) (7,287) (-)

（※１）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（※２）百万円未満は切り捨てて記載しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法等に関する事項
　　（１）現金及び預金、並びに（３）未収金、（７）未払金

　　（２）有価証券及び投資有価証券

①当該会計年度中に売却した満期保有目的の債券

当会計年度中に売却した満期保有目的の債券の概要 （単位：百万円）
売却原価 売却額 売却損益

2,871 3,924 1,053

1,509 1,811 301

900 1,242 342

5,280 6,978 1,697

②売買目的有価証券への区分

　　（４）長期未収金及び（５）破産更生債権等

　　　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

貸借対照表計上額

　関係会社株式 358

　預託金（財政融資資金預託金を除く。） 0

（※）百万円未満は切り捨てて記載しております。

国債

　 保有する投資有価証券の時価の高騰等を踏まえ、民間研究特例業務勘定の財務状態の改善を図るため、保有する満期保有目的の債
券のうち売却を行った方が有利なものについて、償還期限前に売却しております。

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と同様とみなし、当該帳簿価額によっております。

  資金運用を行っておらず、預金は銀行保証のリスクを回避するため決済性預金としており、主に国からの運営費交付金により資金
を調達しております。

区分

　 これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

　資金運用については、基本財源として受け入れた政府及び民間等からの出資金を財源としており、独立行政法人通則法第４７条の規定
等に基づき運用を行っております。

　 時価は、元利金の合計額を当該預託金の満期までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（１）現金及び預金

合計

　 「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」Ｑ２７－９に基づき、当該売却した債券の売却代金を財
源として購入した債券(貸借対照表計上額6,892百万円)については、保有目的を売買目的有価証券に区分しております。
　 また、当会計年度において、従来満期保有目的で保有していた債券の一部を売買目的有価証券に保有目的の変更を行っております。こ
れは当会計年度中に満期保有目的の債券を償還期限前に売却したことに伴い、「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準
注解」」第２７〈注２３〉に基づき、当該売却した債券と同じ年度に購入した残りの満期保有目的の債券について、保有目的を変更したもので
す。この結果、有価証券(売買目的有価証券)が1,066百万円増加し、投資有価証券が949百万円減少し、有価証券評価損が116百万円減少
しております。

　 これらについては回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見
積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

　　（６）　預託金（財政融資資金預託金）

地方債

その他

区分

・関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め
られるため、上表には含めておりません。
・財政融資資金預託金を除くその他の預託金については、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが
極めて困難と認められるため、「（６）預託金」には含めておりません。



（法人単位）

６．関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等

（１）関連会社に対する投資の金額 358,352,142 円

（２）持分法を適用した場合の投資の金額 418,651,497 円

（３）持分法を適用した場合の投資損失の金額 2,229,472 円

７． 資産除去債務に係る注記事項

（1） 農業環境変動研究センター　FACE実験施設

① 当該資産除去債務の概要

土地（田）の賃貸契約に基づく原状回復義務であります。

② 当該資産除去債務の金額の算定

③ 当該事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 26,430,387 円
有形固定資産の取得に伴う増加額 0 円
時の経過による調整額 11,101 円
資産除去債務の履行による減少額 0 円
その他の増減（△は減少） 0 円
期末残高 26,441,488 円

（2） 次世代作物開発研究センター　放射線育種場

① 当該資産除去債務の概要

電離放射線障害防止規則・放射線障害予防法に係る放射線同位元素の処分義務であります。

② 当該資産除去債務の金額の算定

③ 当該事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 9,462,192 円
有形固定資産の取得に伴う増加額 0 円
時の経過による調整額 8,196 円
資産除去債務の履行による減少額 4,526,390 円
その他の増減（△は減少） 0 円
期末残高 4,943,998 円

８． 独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
（１）特定関連会社に関する事項

唯一、特定関連会社であった新農業機械実用化促進株式会社は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より連結財務諸表を作成してお
りません。

使用期間を取得から4年と見積り、割引率には0.106％及び0.085％を使用して資産除去債務の金額を算定しております。

土地の賃貸借については、研究の進捗状況によって契約期間の延長も想定されることから当該資産（平成21年12月取得）の耐
用年数の9年間とし、割引率については、0.042％を使用して資産除去債務の金額を算定しております。























（法人単位）

（２）　損益計算書
（単位：円）

農業技術研究
業務勘定

基礎的研究
業務勘定

農業機械化促進
業務勘定

民間研究特例
業務勘定

調整 法人単位

経常費用
農業技術研究業務費 42,874,055,526 0 0 0 △ 22,400 42,874,033,126

役員報酬 102,499,806 0 0 0 0 102,499,806
給与、賞与及び諸手当 21,082,429,735 0 0 0 0 21,082,429,735
法定福利費・福利厚生費 3,539,530,729 0 0 0 0 3,539,530,729
その他人件費 2,668,019,676 0 0 0 0 2,668,019,676
外部委託費 2,211,367,237 0 0 0 △ 22,400 2,211,344,837
研究材料消耗品費 3,354,095,289 0 0 0 0 3,354,095,289
支払リース料・賃借料 70,284,022 0 0 0 0 70,284,022
減価償却費 2,545,602,998 0 0 0 0 2,545,602,998
保守・修繕費 2,706,796,324 0 0 0 0 2,706,796,324
旅費交通費 983,467,449 0 0 0 0 983,467,449
水道光熱費 2,232,789,086 0 0 0 0 2,232,789,086
図書印刷費 472,164,074 0 0 0 0 472,164,074
雑費 905,009,101 0 0 0 0 905,009,101

種苗管理業務費 2,212,735,548 0 0 0 0 2,212,735,548
役員報酬 14,167,119 0 0 0 0 14,167,119
給与、賞与及び諸手当 1,397,834,374 0 0 0 0 1,397,834,374
法定福利費・福利厚生費 231,231,051 0 0 0 0 231,231,051
その他人件費 159,946,208 0 0 0 0 159,946,208
外部委託費 4,525 0 0 0 0 4,525
消耗品費 41,839,680 0 0 0 0 41,839,680
種苗管理材料費 177,838,496 0 0 0 0 177,838,496
支払リース料・賃借料 4,051,120 0 0 0 0 4,051,120
減価償却費 48,760,864 0 0 0 0 48,760,864
保守・修繕費 41,874,246 0 0 0 0 41,874,246
旅費交通費 21,284,262 0 0 0 0 21,284,262
水道光熱費 56,478,856 0 0 0 0 56,478,856
図書印刷費 2,446,749 0 0 0 0 2,446,749
雑費 14,977,998 0 0 0 0 14,977,998

基礎的研究業務費 0 8,755,742,565 0 0 △ 642,240,533 8,113,502,032
給与、賞与及び諸手当 0 90,888,081 0 0 0 90,888,081
法定福利費・福利厚生費 0 34,682,022 0 0 0 34,682,022
その他人件費 0 159,665,763 0 0 0 159,665,763
外部委託費 0 8,375,072,054 0 0 △ 642,240,533 7,732,831,521
研究材料消耗品費 0 11,963,280 0 0 0 11,963,280
支払リース料・賃借料 0 6,212,639 0 0 0 6,212,639
減価償却費 0 1,056,035 0 0 0 1,056,035
保守・修繕費 0 1,273,757 0 0 0 1,273,757
旅費交通費 0 27,716,164 0 0 0 27,716,164
水道光熱費 0 227,222 0 0 0 227,222
図書印刷費 0 4,954,968 0 0 0 4,954,968
雑費 0 42,030,580 0 0 0 42,030,580

農業機械化促進研究業務費 0 0 1,366,337,650 0 0 1,366,337,650
給与、賞与及び諸手当 0 0 468,726,357 0 0 468,726,357
法定福利費・福利厚生費 0 0 93,088,026 0 0 93,088,026
退職金 0 0 61,600,472 0 0 61,600,472
その他人件費 0 0 151,791,009 0 0 151,791,009
外部委託費 0 0 63,586,202 0 0 63,586,202
研究材料消耗品費 0 0 112,249,765 0 0 112,249,765
支払リース料・賃借料 0 0 4,283,639 0 0 4,283,639
減価償却費 0 0 94,323,413 0 0 94,323,413
試作機器 0 0 142,196,880 0 0 142,196,880
保守・修繕費 0 0 65,688,384 0 0 65,688,384
旅費交通費 0 0 48,857,477 0 0 48,857,477
水道光熱費 0 0 26,212,606 0 0 26,212,606
図書印刷費 0 0 13,742,531 0 0 13,742,531
雑費 0 0 19,990,889 0 0 19,990,889

検査鑑定業務費 0 0 98,058,718 0 0 98,058,718
給与、賞与及び諸手当 0 0 73,604,112 0 0 73,604,112
法定福利費・福利厚生費 0 0 10,245,422 0 0 10,245,422
その他人件費 0 0 4,289,649 0 0 4,289,649
研究材料消耗品費 0 0 2,996,503 0 0 2,996,503
支払リース料・賃借料 0 0 200,880 0 0 200,880
保守・修繕費 0 0 3,449,070 0 0 3,449,070
旅費交通費 0 0 2,780,801 0 0 2,780,801
図書印刷費 0 0 427,032 0 0 427,032
雑費 0 0 65,249 0 0 65,249

特例業務費 0 0 0 69,123,780 0 69,123,780
給与、賞与及び諸手当 0 0 0 26,059,355 0 26,059,355
賞与引当金繰入 0 0 0 2,300,844 0 2,300,844
法定福利費・福利厚生費 0 0 0 4,990,028 0 4,990,028
その他人件費 0 0 0 5,871,032 0 5,871,032
外部委託費 0 0 0 196,560 0 196,560
研究材料消耗品費 0 0 0 174,635 0 174,635
支払リース料・賃借料 0 0 0 68,378 0 68,378
保守・修繕費 0 0 0 36,442 0 36,442
旅費交通費 0 0 0 892,444 0 892,444
図書印刷費 0 0 0 94,885 0 94,885
貸倒引当金繰入 0 0 0 27,836,954 0 27,836,954
雑費 0 0 0 602,223 0 602,223

科　　　　　　　　　　目
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